
■今月のテーマ
入院及び通院で1ヶ月の自己負担額が8万円以上になる場合

　　●1ヶ月の自己負担限度額（70歳未満）
	所得区分
	自己負担限度額

	上位所得者（標準報酬月額53万円以上の方）
	150,000円＋（医療費－500,000）×1％）

	一般所得者
	80,100円＋（医療費－267,000）×1％）


　　　参考：一般所得者（標準報酬月額26万円以下）70歳以上75歳未満の方は世帯合算して44,400円です。
◎1ヶ月の自己負担額をおおよそ8万円までの支払にする事前申請
「限度額適用認定証」の作成をし、医療機関に提示することで窓口支払が自己負担限度額までとなります。（認定証を申請した月の初日から有効となります）
※70歳以上75歳未満の方は「保険証」と「高齢受給者証」を窓口提示しておくことにより自動的に自己負担限度額までの支払となりますので、限度額適用認定証の作成は不要です。

◎8万円を超えた部分の払戻を行う事後申請
「高額療養費」（自己負担限度額を超えている部分）の払戻申請行います。
　　※払戻されるまでの期間が約4ヶ月程度要することがデメリットになります。
　　
注）限度額適用認定証を提示しているが高額療養費の提出を求められる場合

同じ月に複数の医療機関で入院や通院があり、それぞれ21,000円以上の自己負担額を支
　　払った場合は「高額療養費」の提出を求められる場合があります。
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担当：岩村
一言「医療費が高額になる見込がわかっている場合、事前に認定証を作成しておきます。その場合、多額の現金を用意することも後の事後申請も省略できます。」


　　　
































Vol.092





久保事務所ニュース











平成26年12月号








ご質問・ご相談は・・・久保経営労務管理事務所


〒635-0081　奈良県大和高田市高砂町7-17　シェラ・スール島402


ＴＥＬ/ＦＡＸ：0745-53-8553　メールアドレス：sr_kubo@ybb.ne.jp












































































































































1ヶ月（1日から末日）の自己負担額が8万円以上となる見込の場合、1ヶ月の自己負担額をおおよそ8万円までの支払にする事前申請と8万円を超えた部分の払戻を行う事後申請があります。











